
衆議院議員 

殿 

「国民投票法案」の廃案を求める要請 

日ごろのご奮闘に敬意を表します。 

現在、開会中の第１６６通常国会には与党案と民主党案の「国民投票法案」が継続審 

議されており、与党は今国会中の成立を掲げ、４月上旬にも衆議院を通過させる意向と 

報じられています。 

そもそも、「国民投票法」は、憲法上の規定とはいえ、憲法を改定しようとしなけれ 

ばまったく必要のない法律です。 

日本国憲法の基本原理である、主権在民、平和主義、基本的人権の規程は、国民の中 

に深く定着し、平和とくらしの道しるべとなってきました。とりわけ第 9 条は、不戦を 

誓った日本国民の宝であり、21 世紀のアジアと世界に生かすべき全人類的な目標とさ 

えなっています。 

アメリカの言いなりになって、憲法９条を変えてまで海外で戦争をしたいとはだれも 

望んでいません。ところが、今日、自民・公明・民主の 3 党が「国民投票法」の制定を 

めざすのは、２００５年の自民党新憲法草案や民主党の憲法提言に見られるように、日 

本国憲法第 9 条を改定して、日本をアメリカと一緒に海外で「戦争できる国」に変える 

動きと一体と言わなければなりません。 

与党と民主党の「修正協議」の問題点は、第１にテレビ・ラジオの有料広告に一定の 

規制を設けているものの、財政力の差が CM スポットの回数や時間の差に直結し、結 

果として莫大な財政力のある改憲勢力に有利に働くこと。第２に、憲法改正投票の成立 

要件を「有効投票」の過半数とし、最低投票率も定めていないため最も少ない「賛成」 

で改憲が出来る仕組みとしていること。第３に、外国では例のない公務員や教育者の国 

民投票運動を「地位利用」を理由に制限していること、などです。 

「国民投票法案」も協議中の「修正案」も、改憲勢力に圧倒的に有利な不公正、不平 

等法案であり、改憲案を通すためだけの法案でしかなく、憲法改定の主体である主権者･ 

国民の意思を踏みにじる稀有の悪法と言わざるを得ません。 

「国民投票法案」については、国民の多くが「成立を急ぐべきでない」としており、 

国民的な議論も理解もない中で、拙速にその成立を急ぐことは、手続き的にも内容的に 

も大問題と言わなければなりません。公聴会開催決定に見られるような与党単独での強 

行など許されるわけもありません。 

ついては、現在国会で審議されている「国民投票法案」を、主権者の一人として廃案 

にされるよう強く要請いたします。 

２００７年 月 日 

住 所 

氏 名



参議院議員 

殿 

「国民投票法案」の廃案を求める要請 

日ごろのご奮闘に敬意を表します。 

現在、開会中の第１６６通常国会には与党案と民主党案の「国民投票法案」が継続審 

議されており、与党は今国会中の成立を掲げ、４月上旬にも衆議院を通過させる意向と 

報じられています。 

そもそも、「国民投票法」は、憲法上の規定とはいえ、憲法を改定しようとしなけれ 

ばまったく必要のない法律です。 

日本国憲法の基本原理である、主権在民、平和主義、基本的人権の規程は、国民の中 

に深く定着し、平和とくらしの道しるべとなってきました。とりわけ第 9 条は、不戦を 

誓った日本国民の宝であり、21 世紀のアジアと世界に生かすべき全人類的な目標とさ 

えなっています。 

アメリカの言いなりになって、憲法９条を変えてまで海外で戦争をしたいとはだれも 

望んでいません。ところが、今日、自民・公明・民主の 3 党が「国民投票法」の制定を 

めざすのは、２００５年の自民党新憲法草案や民主党の憲法提言に見られるように、日 

本国憲法第 9 条を改定して、日本をアメリカと一緒に海外で「戦争できる国」に変える 

動きと一体と言わなければなりません。 

与党と民主党の「修正協議」の問題点は、第１にテレビ・ラジオの有料広告に一定の 

規制を設けているものの、財政力の差が CM スポットの回数や時間の差に直結し、結 

果として莫大な財政力のある改憲勢力に有利に働くこと。第２に、憲法改正投票の成立 

要件を「有効投票」の過半数とし、最低投票率も定めていないため最も少ない「賛成」 

で改憲が出来る仕組みとしていること。第３に、外国では例のない公務員や教育者の国 

民投票運動を「地位利用」を理由に制限していること、などです。 

「国民投票法案」も協議中の「修正案」も、改憲勢力に圧倒的に有利な不公正、不平 

等法案であり、改憲案を通すためだけの法案でしかなく、憲法改定の主体である主権者･ 

国民の意思を踏みにじる稀有の悪法と言わざるを得ません。 

「国民投票法案」については、国民の多くが「成立を急ぐべきでない」としており、 

国民的な議論も理解もない中で、拙速にその成立を急ぐことは、手続き的にも内容的に 

も大問題と言わなければなりません。公聴会開催決定に見られるような与党単独での強 

行など許されるわけもありません。 

ついては、現在国会で審議されている「国民投票法案」を、主権者の一人として廃案 

にされるよう強く要請いたします。 

２００７年 月 日 

住 所 

氏 名


